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改正労働契約法と企業の対応

　私どもで調査した内容から、改正労働契約法への対
応と有期労働契約者の処遇の見直しの動向を紹介した
いと思います（注）。

６割が何らかの形で無期契約に

　この４月から最も注目される無期転換ルールへの対
応ですが、調査では回答企業の同ルールへの対応をフ
ルタイムとパートタイムに分けて見ています（図表１）。
それによると、「通算５年を超えないように運用
していく企業」はフルタイムで8.5％、パートタ
イムも８％です。一方、「通算５年を超える有期
労働者から無期転換していく企業」と「５年を超
える前に無期転換していく企業」「雇入れ段階か
ら無期転換にしていく企業」を合計すると、何ら
かの形で無期契約にしていく企業がフルタイムは
62.9％、パートタイムもほぼ同じ割合で58.9％
に上っており、５年を超えないようにしていく割
合を大きく上回っています。ただ、この調査の実
施時期は今から１年半ぐらい前で３割程度が方針
未定でした。この層がどう動くかが注目されると
ころです。
　この対応状況を業種別・規模別に見たものが図
表２、３です。フルタイム、パートタイムとも傾
向はほぼ同じ。何らかの形で無期転換にしていく
割合が高い業種は「医療・福祉」と「生活関連サー
ビス業、娯楽業」です。逆に５年を超えないよう
にしていく割合が高いのは「教育、学習支援業」
や「不動産業、物品賃貸業」「情報通信業」になっ
ています。

人手不足業種で高い正社員転換割合

　次に、無期契約への転換方法を見ます（図表４）。
一番多かった転換方法は、「有期契約当時の業務、
責任、労働条件のまま、契約だけ無期転換させる」
で、フルタイムが37.3％、パートタイムは
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及び有期契約労働者の処遇見直しの動向
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図表１　無期転換ルール（第 18条）への対応状況・方針

図表２　業種・規模別にみたフルタイム契約労働者に対する
対応状況・方針

図表３　業種・規模別にみたパートタイム契約労働者に対する
対応状況・方針
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改正労働契約法と企業の対応

50.6％。次に続くのが、「正社員に転
換する」でフルタイム30.8％、パー
トタイム14.2％でした。正社員転換
していく割合が高かった点が、注目さ
れるところです。
　もう一つ注目すべきは、「上記以外
の既存の無期契約区分に転換する」と
「上記以外の新たな無期契約区分に転
換する」割合です。この二つはいわゆ
る多様な正社員に該当するところですが、
両方合わせてもフルタイムで12.3％、
パートも10.2％とともに１割程度でし
た。この結果を見る限り、多様な正社員
という形での活用はまだあまり進んでい
ない感じです。
　これについても業種と規模別に見ると、
フルタイムを正社員転換する割合は、「情
報通信業」が非常に高く、次いで「建設
業」「宿泊業、飲食サービス業」です。
現在、人手不足が深刻化している業種は、
正社員に転換する割合が高いことがうか
がえます。規模別では、小規模企業ほど
正社員転換する割合が高くなっています
（図表５）。
　他方、パートタイムの転換方法を見る
と、責務や責任、労働条件を有期契約当
時のまま無期転換させる割合が高かった
のは、「金融、保険業」や「不動産業、
物品賃貸業」でした。そしてもう一つ、
先ほどいわゆる多様な正社員の活用がま
だそれほど進んでいないのではないかと
いう話をしましたが、既存・新設を問わ
ず無期契約区分（多様な正社員等）を活
用する割合が、規模が大きくなるほど高
まる傾向にあることがわかります（図表
６）。
[注]
「改正労働契約法への対応及び有期契約労働者の処遇
見直しの動向」については、弊誌2017年６月号で既
報のため、本報告は未掲載部分を抜粋してまとめた。
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（ｎ＝９１１）

５０～９９人

（ｎ＝７４１）

４９人以下

（ｎ＝４９５）

サービス業計

（ｎ＝７０９）

その他サービス業

（ｎ＝３４１）

医療、福祉

（ｎ＝１８５）

教育、学習支援業

（ｎ＝８４）

生活関連サービス業、

娯楽業（ｎ＝１０９）

宿泊業、飲食サービス業

（ｎ＝１９５）

学術研究、専門・技術

サービス業（ｎ＝６１）

不動産業、物品賃貸業

（ｎ＝３７）

金融業、保険業

（ｎ＝４７）

卸売業、小売業

（ｎ＝５４７）

運輸業、郵便業

（ｎ＝１７９）

情報通信業

（ｎ＝６３）

製造業

（ｎ＝７３４）

建設業

（ｎ＝１４０）

全体計

（ｎ＝２，７４９）

既存の正社員区分に転換する
上記以外の既存の無期契約（正社員）区分に転換する
上記以外の新たな無期契約（正社員）区分を設置する
（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる
分からない（具体的には未だ考えていない）
その他
無回答

（集計対象：パートタイム契約労働者について何らかの形で無期契約にしていく企業）パートタイム契約労働者

図表４　無期契約への転換方法

図表５　業種・規模別にみたフルタイム契約労働者に対する
無期契約への転換方法

図表６　業種・規模別にみたパートタイム契約労働者に対する
無期契約への転換の方法


